
抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

　事業規模が小さく、また職員数に余裕がないため抜本的な改革の検討に至っていない。
　施設及び設備の更新等を計画的・効率的に実施するとともに、経費の節減に努めることで経営改善に取り組みたいと考
えている。
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公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

取組事項

検討中

処理場廃止あり 処理場廃止なし

公共下水同士
の統合

  

実施予定 ●  

 

公共下水･流域下
水の統合

汚水処理施設の
統廃合

 

施設名業種名

下水道事業 公共下水道
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●

特環下水と公共下
水との統合

  

4 百万円(年)

 

効果額　4百万円（年）
・汚泥処理経費　年▲4百万円

実施済 ●

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

 

 

21

集落排水･公共下水と
の統合

年 月 日

平成

その他

4 1

（下水道事業）広域化等

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和7年3月31日時点）

実施状況



抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

これまで実施した造成事業に係る借入金はすべて償還済みであり、現行の経営体制・手法で健全な事業運営が実施でき
ている。
また、今後、新規事業の計画はなく、保有する土地の売り払いのみを実施していく方針であり、現行の体制で問題はない。
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